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【届出の対象とした募集内国投資信

託受益証券に係るファンドの名称】

PayPay投資信託インデックス 先進国株式

【届出の対象とした募集内国投資信

託受益証券の金額】

当初自己設定(2023年６月28日)

　500万円とします。

継続申込期間(2023年６月28日から2024年10月15日まで)

　10兆円を上限とします。

＊なお、継続申込期間は、上記期間満了前に有価証券届出書

を提出することによって更新する予定です。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】
 

本日、半期報告書を提出致しましたので、2023年６月12日付をもって提出した有価証券届出書（2023

年６月13日付をもって提出した有価証券届出書の訂正届出書により訂正済みです。以下、「原届出書」

といいます。）の関係情報を新たな情報に訂正するため、またその他の情報に訂正事項がありますので

これを訂正するため、本訂正届出書を提出するものです。

 

２【訂正の内容】
 

原届出書の下記事項のうち以下に記載した箇所を、＜訂正前＞の内容から＜訂正後＞の内容に訂正し

ます。

※下線部　　　は訂正部分を示します。

 

第二部【ファンド情報】
　

第１【ファンドの状況】
　

１【ファンドの性格】

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

＜訂正前＞

（省　略）

④　ファンドの特色

（省　略）

※上記は2023年６月12日現在のものであり、今後変更となる場合があります。

（省　略）

＜訂正後＞

（省　略）

④　ファンドの特色

（省　略）

※上記は2024年１月末日現在のものであり、今後変更となる場合があります。

（省　略）

 

（２）【ファンドの沿革】

＜訂正前＞

2023年６月28日　　　信託契約締結、ファンドの設定日、運用開始（予定）

＜訂正後＞

2023年６月28日　　　信託契約締結、ファンドの設定日、運用開始
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（３）【ファンドの仕組み】

＜訂正前＞

（省　略）

③　委託会社等の概況（2023年４月末日現在）

ａ．資本金の額

資本金の額は金95百万円です。

（省　略）

ｃ．大株主の状況

名称 住所 所有株式数 比率

Zフィナンシャル株式会社 東京都千代田区紀尾井町１番３号 59,159株 50.1％

アセットマネジメントOne株式

会社
東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 58,925株 49.9％

＜訂正後＞

（省　略）

③　委託会社等の概況（2024年１月末日現在）

ａ．資本金の額

資本金の額は金230百万円です。

（省　略）

ｃ．大株主の状況

名称 住所 所有株式数 比率

Zフィナンシャル株式会社 東京都千代田区紀尾井町１番３号 192,862株 76.6％

アセットマネジメントOne株式

会社
東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 58,925株 23.4％
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２【投資方針】

（３）【運用体制】

＜訂正前＞

（省　略）

※上記は2023年６月12日現在のものであり、今後変更となる場合があります。

＜訂正後＞

（省　略）

※上記は2024年１月末日現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

（５）【投資制限】

＜訂正前＞

（省　略）

⑱　流動性リスク管理態勢の整備（金融商品取引業等に関する内閣府令）

投資信託財産の運用に関し、保有する有価証券その他の資産の流動性に係る管理について受益

者の解約の申入れに応ずることができなくなることを防止するための合理的な措置を講ずるこ

となく、当該運用を行なうことはできません。

＜訂正後＞

（省　略）

⑱　流動性リスク管理態勢の整備（金融商品取引業等に関する内閣府令）

投資信託財産の運用に関し、保有する有価証券その他の資産の流動性に係る管理について受益

者の解約の申入れに応ずることができなくなることを防止するための合理的な措置を講ずるこ

となく、当該運用を行なうことはできません。

⑲　デリバティブ取引の利用目的（信託約款）

デリバティブ取引（法人税法第61条の５に定めるものをいいます。）は、投資の対象とする資

産を保有した場合と同様の損益を実現する目的ならびに価格変動リスクおよび金利変動リスク

を回避する目的以外には利用しません。
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３【投資リスク】

＜訂正前＞

（省　略）

(2）投資リスクの管理体制

（省　略）

※上記は2023年６月12日現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

（参考情報）
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＜訂正後＞

（省　略）

(2）投資リスクの管理体制

（省　略）

※上記は2024年１月末日現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

（参考情報）
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４【手数料等及び税金】

（３）【信託報酬等】

＜訂正前＞

信託報酬の総額は、当ファンドの計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年0.0572％

（税抜年0.052％）の率を乗じて得た額です。

委託会社、受託会社、販売会社間の配分については次のとおりです。

信託報酬の配分

（税抜）

委託会社 年0.018％

受託会社 年0.016％

販売会社 年0.018％

投資対象とする投資信託証券の運用管理費用（信託報酬）等を加えた場合、当該運用管理費用等

と信託報酬の合計は、年0.0906％程度になります。なお、当該合計は、投資信託証券の実際の組入

状況等により変動します。また、投資対象とする投資信託証券の変更等（投資対象とする投資信託

証券の運用管理報酬等の変更を含みます。）により今後変更となる場合があります。

信託報酬の総額は、毎計算期間の最初の６ヶ月終了日（６ヶ月終了日が休業日の場合は、翌営業

日とします。）、毎計算期末または信託終了のときに、信託財産中から支払われます。

（省　略）

＜訂正後＞

信託報酬の総額は、当ファンドの計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年0.0572％

（税抜年0.052％）の率を乗じて得た額です。

委託会社、受託会社、販売会社間の配分については次のとおりです。

信託報酬の配分

（税抜）

委託会社 年0.018％

受託会社 年0.016％

販売会社 年0.018％

投資対象とする投資信託証券の運用管理費用（信託報酬）等を加えた場合、当該運用管理費用等

と信託報酬の合計は、年0.0872％程度になります。なお、当該合計は、投資信託証券の実際の組入

状況等により変動します。また、投資対象とする投資信託証券の変更等（投資対象とする投資信託

証券の運用管理報酬等の変更を含みます。）により今後変更となる場合があります。

信託報酬の総額は、毎計算期間の最初の６ヶ月終了日（６ヶ月終了日が休業日の場合は、翌営業

日とします。）、毎計算期末または信託終了のときに、信託財産中から支払われます。

（省　略）

 

（５）【課税上の取扱い】

＜訂正前＞

（省　略）

③　個人、法人別の課税の取扱いについて

（省　略）

※公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」の適用対象であり、

2024年１月１日以降は一定の要件を満たした場合にＮＩＳＡの適用対象となります。

　ＮＩＳＡは、少額上場株式等に関する非課税制度です。ＮＩＳＡをご利用の場合、毎年、一

定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得及び譲渡所得が一定

期間非課税となりますが、2024年１月１日以降は、一定の額を上限として、毎年、一定額の

範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得及び譲渡所得が無期限で非

課税となります。ご利用になれるのは、販売会社で非課税口座を開設するなど、一定の条件

に該当する方が対象となります。また、2024年１月１日以降は、税法上の要件を満たした商

品を購入した場合に限り、非課税の適用を受けることができます。詳しくは、販売会社にお

問い合わせください。
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（省　略）

＜訂正後＞

（省　略）

③　個人、法人別の課税の取扱いについて

（省　略）

※少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」は、少額上場株式等に関する非課税制度であり、一

定の額を上限として、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じ

る配当所得及び譲渡所得が無期限で非課税となります。ご利用になれるのは、販売会社で非

課税口座を開設し、税法上の要件を満たした商品を購入するなど、一定の条件に該当する方

が対象となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

　公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）

の適用対象となります。当ファンドは、ＮＩＳＡの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」

及び「つみたて投資枠（特定累積投資勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異な

る場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

（省　略）
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５【運用状況】

　原届出書「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　５　運用状況」につきまして、以下の内

容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

以下は2024年１月31日現在の運用状況です。また、「投資比率」とは、ファンドの純資産総額に対す

る当該資産の時価比率をいいます。

 

（１）【投資状況】

投資状況

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

投資信託受益証券 アメリカ 79,014,535 97.53

現金・預金・その他の資産（負債控除後） － 2,,000,251 2.47

合計（純資産総額） － 81,014,786 100.00

 

 

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

順

位
国／地域 種類 銘柄名 数量

簿価 時価 投資

比率

(％)
単価(円) 金額(円) 単価(円) 金額(円)

1 アメリカ
投資信託受

益証券

シュワブ・Ｕ.Ｓ．ブロード

マーケット・ＥＴＦ
6,412 7,756.14 49,732,387 8,445.76 54,154,226 66.84

2 アメリカ
投資信託受

益証券

ＳＰＤＲ　ポートフォリオディ

ベロップドワールド（米国を除

く）・ＥＴＦ

4,976 4,782.47 23,797,578 4,996.04 24,860,310 30.69

 

種類別投資比率

種類 投資比率(％)

投資信託受益証券 97.53

合計 97.53

 

 

②【投資不動産物件】

該当事項はございません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はございません。

 

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

2024年１月末日及び同日前１年以内における各月末（設定来）の純資産の推移は次のとおりで

す。

年月日
純資産総額（百万円） 1口当たり純資産額（円）

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

2023年６月末日 5 － 1.0059 －

７月末日 21 － 1.0201 －

８月末日 36 － 1.0323 －

９月末日 47 － 1.0077 －

10月末日 52 － 0.9675 －

11月末日 61 － 1.0381 －

12月末日 64 － 1.0566 －

2024年１月末日 81 － 1.1137 －

（注）純資産総額は、百万円未満を切り捨てた額を記載しております。
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②【分配の推移】

該当事項はございません。

 

③【収益率の推移】

計算期間 収益率（％）

第１期（中間期） 6.2

 

 

（４）【設定及び解約の実績】

計算期間 設定口数 解約口数 発行済口数

第１期（中間期） 98,763,720 39,173,225 59,590,495

（注1） 本邦外における設定、解約の実績はありません。

（注2） 第１期の設定口数は、当初募集期間中の販売口数を含みます。
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（参考情報）
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第３【ファンドの経理状況】
　原届出書「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況　１　財務諸表」につきまして、以下

の内容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

 

PayPay投資信託インデックス 先進国株式

 

１．当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和

52年大蔵省令第38号）」並びに同規則第38条の3及び第57条の2の規定により、「投資信託財産の計

算に関する規則（平成12年総理府令第133号）」に基づいて作成しております。

なお、中間財務諸表の記載金額は、円単位で表示しております。

 

２. 当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1期中間計算期間（自令和5

年6月28日 至令和5年12月27日）の中間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる中間

監査を受けております。
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１【財務諸表】

中間財務諸表

【PayPay投資信託インデックス 先進国株式】

（１）【中間貸借対照表】

 （単位：円）

 第１期中間計算期間
（令和５年12月27日現在）

資産の部  
流動資産  

預金 1,208,582

コール・ローン 659,461

投資信託受益証券 62,886,569

未収配当金 175,729

流動資産合計 64,930,341

資産合計 64,930,341

負債の部  
流動負債  

派生商品評価勘定 60

未払金 1,424,936

未払解約金 240,438

未払受託者報酬 3,649

未払委託者報酬 8,166

未払利息 1

流動負債合計 1,677,250

負債合計 1,677,250

純資産の部  
元本等  

元本 59,590,495

剰余金  
中間剰余金又は中間欠損金（△） 3,662,596

元本等合計 63,253,091

純資産合計 63,253,091

負債純資産合計 64,930,341
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】

 （単位：円）

 
第１期中間計算期間

(自　令和５年６月28日
　至　令和５年12月27日)

営業収益  
受取配当金 417,746

受取利息 16,848

有価証券売買等損益 4,096,323

為替差損益 △1,042,770

営業収益合計 3,488,147

営業費用  
支払利息 281

受託者報酬 3,649

委託者報酬 8,166

その他費用 581,684

営業費用合計 593,780

営業利益又は営業損失（△） 2,894,367

経常利益又は経常損失（△） 2,894,367

中間純利益又は中間純損失（△） 2,894,367

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う中間純損失金額の分配額（△）
386,574

期首剰余金又は期首欠損金（△） －

剰余金増加額又は欠損金減少額 1,605,283

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額
－

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額
1,605,283

剰余金減少額又は欠損金増加額 450,480

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額
450,480

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額
－

分配金 －

中間剰余金又は中間欠損金（△） 3,662,596
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

  
１．有価証券の評価基準及び評価方法 投資信託受益証券

移動平均法に基づき、時価で評価しております。

時価評価にあたっては、金融商品取引所における最

終相場で評価しております。

  
２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 為替予約取引

個別法に基づき、中間計算期間末日の対顧客先物

売買相場の仲値で評価しております。

当ファンドにおける派生商品評価勘定は、当該為替

予約取引に係るものであります。

  
３．外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準 信託財産に属する外貨建資産・負債の円換算は、原

則として、中間計算期間末日の対顧客電信売買相場

の仲値によって計算しております。

  
４．収益及び費用の計上基準 （１）受取配当金

 原則として、当該投資信託受益証券の分配落ち日

において、当該収益分配金を計上しております。

 （２）有価証券売買等損益の計上基準

約定日基準で計上しております。

 （３）為替予約取引による為替差損益の計上基準

 約定日基準で計上しております。

  
５．その他中間財務諸表作成のための重要な事項 （１）外貨建資産等の会計処理

外貨建資産等については、「投資信託財産の計算

に関する規則（平成12年総理府令第133号）」第60条

の規定に基づき、通貨の種類ごとに勘定を設けて、

邦貨建資産等と区分して整理する方法を採用してお

ります。従って、外貨の売買については、同規則第

61 条の規定により処理し、為替差損益を算定してお

ります。

 （２）ファンドの中間計算期間

当ファンドの計算期間は原則として毎年7月16日か

ら翌年7月15日までとしておりますが、第1期中間計

算期間は、期首が設定日のため、令和5年6月28日か

ら令和5年12月27日までとなっております。

  

 

（中間貸借対照表に関する注記）

第1期中間計算期間

（令和5年12月27日現在）

 
１．当該中間計算期間末日における受益権の総数

59,590,495口

 
２.「投資信託財産の計算に関する規則（平成12年総理府令第133号）」第55条の６第10号に規定する額

 
元本の欠損

－円

 
３. 1口当たり純資産額 1.0615円

（10,000口当たり純資産額） （10,615円）
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（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

 第1期中間計算期間

（自 令和5年6月28日

　　 至 令和5年12月27日）

  
剰余金増加額・減少額及び欠損金減少額・増加額 「中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減

少額」及び「中間一部解約に伴う剰余金減少額又は

欠損金増加額」はそれぞれ剰余金減少額と増加額と

の純額を表示しております。

  
 
（金融商品に関する注記）
金融商品の時価等に関する事項

第1期中間計算期間

（令和5年12月27日現在）

 
１．中間貸借対照表計上額、時価及びその差額

中間貸借対照表上の金融商品については、原則としてすべて時価で評価しているため、中間貸借対照表計

上額と時価との差額はありません。

 
 
２．時価の算定方法

（１）投資信託受益証券

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しております。

（２）デリバティブ取引

（デリバティブ取引等に関する注記）に記載しております。

 
 
３．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場

合、当該価額が異なることもあります。また、デリバティブ取引の契約額等については、その金額自体がデ

リバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

 

 

（有価証券に関する注記）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引等に関する注記）

取引の時価等に関する事項

通貨関連

区分 種類

第1 期中間計算期間

（令和5年12月27日現在）

契約額等（円）
時価（円） 評価損益（円）

 うち１年超

市場取引以

外の取引

為替予約取引     
買建 1,427,721 － 1,427,661 △60

米ドル 1,427,721 － 1,427,661 △60

合計 1,427,721 － 1,427,661 △60

（注）１．時価の算定方法

国内における中間計算期間末日の対顧客先物売買相場の仲値によって、以下のように評価しております。

①中間計算期間末日において為替予約の受渡日の対顧客先物売買相場の仲値が発表されている場合は、当

該為替予約は当該仲値によって評価しております。

②中間計算期間末日において為替予約の受渡日の対顧客先物売買相場の仲値が発表されていない場合は、

発表されている先物相場のうち当該日に最も近い前後二つの先物相場の仲値をもとに計算したレートを

用いております。
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（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

 

（その他の注記）

元本の変動

第1期中間計算期間

（自 令和5年6月28日

　　 至 令和5年12月27日）

 
期首元本額 5,000,000円

期中追加設定元本額 93,763,720円

期中一部解約元本額 39,173,225円
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２【ファンドの現況】

　

　原届出書「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況　２　ファンドの現況」につきまし

て、以下の内容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

【純資産額計算書】

2024年１月31日現在

Ⅰ　資産総額 84,579,149 円

Ⅱ　負債総額 3,564,363 円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 81,014,786 円

Ⅳ　発行済数量 72,744,145 口

Ⅴ　１口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.1137 円
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第三部【委託会社等の情報】
　

第１【委託会社等の概況】
　

１【委託会社等の概況】

＜訂正前＞

(1）資本金の額

2023年４月末日現在の資本金の額は金95百万円です。なお、発行可能株式総数は500,000株であ

り、発行済株式総数は118,084株です。

 

最近５年間における資本金の増減は以下の通りです。

2022年５月30日 資本金　145百万円に増資

2022年８月５日 資本金　500百万円に増資

2023年３月20日 資本金 95百万円に減資

（省　略）

＜訂正後＞

(1）資本金の額

2024年１月末日現在の資本金の額は金230百万円です。なお、発行可能株式総数は500,000株であ

り、発行済株式総数は251,787株です。

 

最近５年間における資本金の増減は以下の通りです。

2022年５月30日 資本金　145百万円に増資

2022年８月５日 資本金　500百万円に増資

2023年３月20日 資本金 95百万円に減資

2023年10月６日 資本金　230百万円に増資

（省　略）
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２【事業の内容及び営業の概況】

　原届出書「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　２　事業の内容及び営業の概況」

につきまして、以下の内容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

　「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社であるPayPayアセットマネジメ

ント株式会社は、証券投資信託の設定を行なうとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業

者としてその運用（投資運用業）を行なっております。また、「金融商品取引法」に定める投資助言

業務、第二種金融商品取引業務を行なっております。

委託会社の運用する証券投資信託は2024年１月末日現在次の通りです（ただし、親投資信託を除き

ます。）。

 

種類 本数 純資産総額（百万円）

追加型株式投資信託 48 186,880

単位型株式投資信託 10 28,439

追加型公社債投資信託   

単位型公社債投資信託 1 1,602

合計 59 216,923
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３【委託会社等の経理状況】

　原届出書「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　３　委託会社等の経理状況」につ

きまして、以下の内容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

 

１．財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 委託会社であるPayPayアセットマネジメント株式会社（以下「委託会社」という。）の財務諸

表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下

「財務諸表等規則」という。）第2条の規定により、財務諸表等規則及び「金融商品取引業等に

関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づき作成しております。

委託会社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭

和52年大蔵省令第38号）、並びに同規則第38条及び第57条の規定により、「金融商品取引業等に

関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づき作成しております。

(2) 財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

２．監査証明について

委託会社は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第21期事業年度（自2022年４

月１日 至 2023年３月31日）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる監査を受け

ております。

また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第22期事業年度（自2023年４月１

日 至 2024年３月31日）に係る中間会計期間（自2023年４月１日 至 2023年９月30日）の中間財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる中間監査を受けております。
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（１）【貸借対照表】

区分

前事業年度 当事業年度

（2022年３月31日現在） （2023年３月31日現在）

金　額 金　額

（資産の部） 千円 千円 千円 千円

Ⅰ　流　動　資　産     
1 現金・預金  152,253  296,638

2 前払費用  27,834  33,317

3 未収委託者報酬  158,788  174,129

4 未収運用受託報酬  6,409  5,793

5 未収還付法人税等  206  284

6 未収還付消費税等  2,147  5,986

7 その他  7,408  5,551

 　　流　動　資　産　合　計  355,047  521,700

      
Ⅱ　固　定　資　産     
1 有形固定資産  65,306  57,295

 （1）建物　　　　　　　　　*1 47,953  44,069  
 （2）器具備品　　　　　　　*1 17,352  13,225  
2 無形固定資産  7,507  4,578

 （1）ソフトウェア 7,507  4,578  
3 投資その他の資産  81,599  136,927

 （1）投資有価証券 34,571  89,583  
 （2）出資金 173  173  
 （3）長期差入保証金 46,855  46,855  
 （4）その他 -  315  
 　　固　定　資　産　合　計  154,413  198,801

資　産　合　計  509,461  720,502

（負債の部）     
Ⅰ　流　動　負　債     
1 預り金  9,632  8,932

2 未払金  82,466  88,828

 （1）未払手数料 60,368  64,672  
 （2）その他未払金 22,097  24,156  

3 関係会社未払金  450  4,477

4 関係会社短期借入金 　　　　*2  140,000  -

5 未払費用  54,842  36,335

6 未払法人税等  2,290  2,290

7 賞与引当金  22,356  29,830

8 前受金  32,119  10,664

9 損害賠償引当金  -  11,526

 　　流　動　負　債　合　計  344,157  192,886

      
Ⅱ　固　定　負　債     
1 繰延税金負債  8,462  8,611

2 資産除去債務  23,695  23,719

3 その他  1,370  357

 　　固　定　負　債　合　計  33,528  32,688

負　債　合　計  377,685  225,574

（純資産の部）     
Ⅰ　株　主　資　本     
1 資本金  95,000  95,000

2 資本剰余金     
 （1）資本準備金 253,212  648,213  
 （2）その他資本剰余金 57,136  462,136  
 　　資本剰余金合計  310,348  1,110,349

3 利益剰余金     
 （1）その他利益剰余金     
 　　　繰越利益剰余金 △276,385  △714,552  
 　　利益剰余金合計  △276,385  △714,552

 　　株　主　資　本　合　計  128,962  490,796

Ⅱ 評価・換算差額等     
 （1）その他有価証券評価差額金 2,813  4,131  
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 　　評価・換算差額等合計  2,813  4,131

純　資　産　合　計  131,775  494,928

負　債　・　純　資　産　合　計  509,461  720,502
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（２）【損益計算書】

区分

前事業年度 当事業年度

（自　2021年４月１日

 　　 至　2022年３月31日）

（自　2022年４月１日

 　　 至　2023年３月31日）

金　額 金　額

  千円 千円 千円 千円

Ⅰ　営業収益     
1 委託者報酬  892,538  787,743

2 運用受託報酬  43,209  33,180

3 投資助言報酬  39,391  35,651

4 その他営業収益  2,005  2,005

 　　　　営業収益計  977,144  858,581

      
Ⅱ　営業費用     
1 支払手数料  244,395  240,844

2 広告宣伝費  31,311  25,716

3 調査費  306,089  238,758

 （1）調査費 46,369  54,056  
 （2）委託調査費 259,720  184,701  
4 委託計算費  91,199  91,236

5 振替投信費  4,332  3,930

6 営業雑経費  17,861  15,353

 （1）通信費 8,330  8,481  
 （2）印刷費 2,630  2,295  
 （3）諸会費 2,459  2,434  
 （4）その他 4,440  2,143  
 　　　　営業費用計  695,190  615,840

      
Ⅲ　一般管理費     
1 給与  385,202  427,335

 （1）役員報酬 38,286  36,772  
 （2）給与・手当 303,230  313,299  
 （3）賞与引当金繰入額 22,356  29,830  
 （4）賞与 2,005  7,797  
 （5）その他報酬給料 19,323  39,635  

2 事務委託費  36,753  81,523

3 交際費  361  516

4 旅費交通費  1,487  4,662

5 租税公課  2,003  4,550

6 不動産賃借料  44,550  44,822

7 退職給付費用  5,528  5,831

8 福利厚生費  47,666  58,454

9 固定資産減価償却費  16,793  13,714

10 諸経費  22,782  23,907

 　　　　一般管理費計  563,128  665,319

営業損失（△）  △281,173  △422,578

Ⅳ　営業外収益     
1 受取配当金  118  120

2 投資有価証券償還益  725  1,034

3 投資有価証券評価益  103  96

4 雑収入  1,706  364

 営業外収益計  2,654  1,616

Ⅴ　営業外費用     
1 為替差損  32  15

2 事務過誤損失  -  1,927

3 支払利息  615  1,993

4 損害賠償引当金繰入額  -  11,526

 営業外費用計  647  15,461

経常損失（△）  △279,166  △436,424

Ⅵ　特別損失     
1　固定資産除却損　　　　　　 *1  -  0

　　　　　　特別損失計  -  0

税引前当期純損失（△）  △279,166  △436,424
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Ⅶ　法人税等   
 
  

1 法人税、住民税及び事業税 2,290  2,290  
2 法人税等調整額 △542  △547  
 法人税等合計  1,747  1,742

当期純損失（△）  △280,914  △438,166
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（３）【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

（単位：千円）

 株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金

利益剰余金

合計

 繰越利益剰

余金

当期首残高 95,000 253,212 57,136 310,348 4,528 4,528

当期変動額       

　当期純損失     △280,914 △280,914

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

      

当期変動額合計 - - - - △280,914 △280,914

当期末残高 95,000 253,212 57,136 310,348 △276,385 △276,385

 

 

 株主資本 評価・換算差額等 純資産合計

 

 

 

 

 

株主資本

合計

その他有価

証券評価差

額金

 

 

評価・換算

差額等合計

当期首残高 409,876 2,281 2,281 412,157

当期変動額     

　当期純損失 △280,914   △280,914

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

 
532 532 532

当期変動額合計 △280,914 532 532 △280,381

当期末残高 128,962 2,813 2,813 131,775
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当事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

 

（単位：千円）

 株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金

利益剰余金

合計

 繰越利益

剰余金

当期首残高 95,000 253,212 57,136 310,348 △276,385 △276,385

当期変動額       

新株の発行 405,000 395,001  395,001   

減資 △405,000  405,000 405,000   

当期純損失（△）     △438,166 △438,166

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

      

当期変動額合計 - 395,001 405,000 800,001 △438,166 △438,166

当期末残高 95,000 648,213 462,136 1,110,349 △714,552 △714,552

 

 

 

 

 

 

 

 

株主資本 評価・換算差額等 純資産合計

株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 128,962 2,813 2,813 131,775

当期変動額     

新株の発行 800,001   800,001

減資 -   -

当期純損失（△） △438,166   △438,166

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)
 1,317 1,317 1,317

当期変動額合計 361,834 1,317 1,317 363,152

当期末残高 490,796 4,131 4,131 494,928
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注記事項
（重要な会計方針）

1　有価証券の評価基準及び評価方法 その他有価証券

 市場価格のない株式等以外のもの

 
会計期間末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

を採用しております。

 市場価格のない株式等

 移動平均法による原価法を採用しております。

2　固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産

 　定率法によっております。

 
　ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備について

は、定額法を採用しております。

 　なお、主な耐用年数は、建物3～15年、器具備品3～15年です。

 (2) 無形固定資産

 
　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（5年）に基づく定額法によっております。

3　引当金の計上基準 賞与引当金

 
従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のう

ち当事業年度の負担額を計上しております。

 損害賠償引当金

 
　 将来において発生する可能性がある損害賠償に備えるため、損失

の見込額を計上しております。

4　収益及び費用の計上基準 当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主

な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を

認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

(1) 投資信託委託業務

投資信託委託業務においては、投資信託契約に基づき信託財産の

運用指図等を行っております。

当該契約については、運用期間にわたり履行義務が充足されるた

め、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識

しております。

(2) 投資運用業務

投資運用業務においては、投資一任契約に基づき、顧客資産を一

任して運用指図等を行っております。

当該契約については、運用期間にわたり履行義務が充足されるた

め、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識

しております。

(3) 投資助言業務

投資助言業務においては、投資助言契約に基づき、運用に関する

投資判断の助言等を行っております。

当該契約については、助言期間にわたり履行義務が充足されるた

め、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識

しております。

 

 

（重要な会計上の見積り）

固定資産に係る評価

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

建物　　　　　　44,069千円

器具備品　　　　13,225千円

ソフトウェア　　 4,578千円
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(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

当社は、アセット・マネジメント事業の単一事業を営んでおり、当社の取締役会で承認した事業

計画に基づき固定資産の減損の兆候の有無を判断した結果、当事業年度において減損の兆候が認め

られておりますが、事業計画に基づき見積られた割引前将来キャッシュ・フローの総額が固定資産

の帳簿価額を上回っていることから、減損損失は計上しておりません。事業計画は、今後の当社の

事業構想をベースとする将来の運用資産の伸びに対し、一定の仮定を置いて策定しております。事

業計画に含まれる仮定には一定の不確実性が残るため、計画進捗において大幅な遅れが発生する

等、資産グループの収益性の低下が確認された場合には、翌事業年度において、減損損失を認識す

る可能性があります。

 

 

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年6月17日。以

下「時価算定基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指

針第27-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計基準

を将来にわたって適用することとしております。これによる財務諸表に与える影響はありません。

なお、「金融商品関係」注記の金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項における投資信

託に関する注記事項においては、時価算定基準適用指針第27-3項に従って、前事業年度に係るもの

については記載しておりません。

 

（未適用の会計基準）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日）

「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 2022年10月28日）

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日）

 

(1) 概要

その他の包括利益に対して課税される場合の法人税等の計上区分及びグループ法人税制が適用され

る場合の子会社株式等の売却に係る税効果の取扱いを定めるもの。

 

(2) 適用予定日

2026年3月期の期首より適用予定であります。

 

(3) 当該会計基準等の適用による影響

当該会計基準等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であります。
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（貸借対照表関係）

前事業年度 当事業年度

（2022年３月31日現在） （2023年３月31日現在）

 
*1　有形固定資産の減価償却累計額は、44,559千円

であります。

 
*2　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、

親会社であるZホールディングス株式会社及びその

他の関係会社であるアストマックス株式会社と極

度貸付契約を締結しております。この契約に係る

借入未実行残高は次のとおりであります。

極度額　　　　400,000千円

借入実行残高　140,000千円

差引額　　　　260,000千円

 
*1　有形固定資産の減価償却累計額は、51,159千円

であります。

 
*2　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、

親会社であるZホールディングス株式会社と極度貸

付契約を締結しております。この契約に係る借入

未実行残高は次のとおりであります。なお、2023

年5月31日をもって極度貸付契約を終了しておりま

す。

極度額　　　　300,000千円

借入実行残高　　　　-千円

差引額　　　　300,000千円

 

 

（損益計算書関係）

前事業年度 当事業年度

（自　2021年４月１日 （自　2022年４月１日

　　至　2022年３月31日） 　　至　2023年３月31日）

-
*1固定資産除却損の内訳

器具備品　0千円

 

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

１．発行済株式に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 71,129 - - 71,129

合計 71,129 - - 71,129

 

２．配当金に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

１．発行済株式に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 71,129 46,955 - 118,084

合計 71,129 46,955 - 118,084

（注）普通株式の発行済株式総数の増加46,955株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。

 

２．配当金に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、短期的な運転資金確保の観点から、資金運用については短期的な預金等に限定してお

ります。また、当社は親会社等からの借入により資金を調達しております。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である未収委託者報酬、未収運用受託報酬及び未収投資助言報酬は、投資運用業及び

投資助言業等からの債権であり、信用リスクに晒されておりますが、会社で定められた手続に従

い管理しておりますので投資運用業者等の性格上そのリスクは軽微であると考えております。

営業債務である未払金、未払手数料、未払費用は、投資運用業及び投資助言業等の債務であ

り、会社で定められた手続に従い管理しております。

 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

前事業年度（2022年３月31日現在）

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格

のない株式等（注）は、次表には含めておりません。また、短期間で決済されるため時価が簿価に

近似する金融商品は、記載を省略しております。

  貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

（1） 投資有価証券 34,538 34,538 -

（2） 長期差入保証金 46,855 44,917 △1,937

 
（注）市場価格のない株式等は次のとおりであり、上表には含めておりません。

区分 貸借対照表計上額（千円）

投資有価証券（匿名組合出資金） 33
出資金 173

 

当事業年度（2023年３月31日現在）

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格

のない株式等（注）は、次表には含めておりません。また、短期間で決済されるため時価が簿価に

近似する金融商品は、記載を省略しております。

  貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

（1） 投資有価証券 89,553 89,553 -

（2） 長期差入保証金 46,855 44,207 △2,647

 
（注）市場価格のない株式等は次のとおりであり、上表には含めておりません。

区分 貸借対照表計上額（千円）

投資有価証券（匿名組合出資金） 30
出資金 173

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時

価

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
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レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が

最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1) 時価で貸借対照表に計上している金融商品

前事業年度（2022年３月31日現在）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年７月４日）

第26項に定める経過措置を適用した貸借対照表における投資信託等の金額は、34,538千円であ

ります。

 

当事業年度（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル2 レベル3 合計

投資有価証券 - 89,553 - 89,553
資産計 - 89,553 - 89,553

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

資産

投資有価証券

市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリス

クの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額を時価とし、レベル2の時価に分類し

ております。

 

(2) 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル2 レベル3 合計

長期差入保証金 - 44,917 - 44,917
資産計 - 44,917 - 44,917

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

資産

長期差入保証金

返還時期を見積ったうえ、将来キャッシュ・フローを国債の利回りで割り引いた現在価値により算出し

た価格を時価としており、レベル2の時価に分類しております。

 

当事業年度（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル2 レベル3 合計

長期差入保証金 - 44,207 - 44,207
資産計 - 44,207 - 44,207

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

資産

長期差入保証金

返還時期を見積ったうえ、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等で割り引いた現在価値により算出

した価格を時価としており、レベル2の時価に分類しております。
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４．金銭債権の償還予定額、有利子負債の返済予定額

(1) 金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（2022年３月31日現在）

（単位：千円）

 1年以内 1年超5年内 5年超

現金・預金 152,253 - -

未収委託者報酬 158,788 - -

未収運用受託報酬 6,409 - -

長期差入保証金 - - 46,855

 

当事業年度（2023年３月31日現在）

（単位：千円）

 1年以内 1年超5年内 5年超

現金・預金 296,638 - -

未収委託者報酬 174,129 - -

未収運用受託報酬 5,793 - -

長期差入保証金 - - 46,855

 
(2) 有利子負債の決算日後の返済予定額

前事業年度（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

 1年以内 1年超5年内 5年超

関係会社短期借入金 140,000 - -

 

当事業年度（2023年３月31日現在）

該当事項はありません。

 

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券

前事業年度（2022年３月31日現在）

（単位：千円）

区分
貸借対照表日における

貸借対照表計上額
取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの
29,901 25,500 4,401

小計 29,901 25,500 4,401

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの
4,636 4,737 △100

小計 4,636 4,737 △100

合計 34,538 30,237 4,300

（注）１．取得原価の内訳

投資信託受益証券 　　　　　　　30,237千円

 
当事業年度（2023年３月31日現在）

（単位：千円）

区分
貸借対照表日における

貸借対照表計上額
取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの
82,859 76,237 6,622

小計 82,859 76,237 6,622

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの
6,693 7,000 △306

小計 6,693 7,000 △306

合計 89,553 83,237 6,315

（注）１．取得原価の内訳

投資信託受益証券 　　　　　　　83,237千円

 
 
２．償還したその他有価証券
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前事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）
（単位：千円）

種類 償還額 償還益の合計額 償還損の合計額

投資信託受益証券 9,965 878 153

合計 9,965 878 153

 
 

当事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）
（単位：千円）

種類 償還額 償還益の合計額 償還損の合計額

投資信託受益証券 9,034 1,279 244

合計 9,034 1,279 244

 

 

（デリバティブ取引関係）

当社はデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

 

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社では、確定拠出年金制度を採用しております。

２．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度（自 2021年４月１日　至 2022年３月31日）

5,528千円、当事業年度（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）5,831千円であります。

 

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位：千円）

 
前事業年度

（2022年３月31日）
当事業年度

（2023年３月31日）

(繰延税金資産)   

賞与引当金 7,733 10,318

未払法定福利費 1,089 1,571

未払退職金 474 123

投資有価証券評価損 263 301

繰越欠損金 174,828 318,604

資産除去債務 8,196 8,204

繰延資産償却費 660 421

損失補填引当金 - 3,986

その他 114 240

　　　　繰延税金資産小計 193,361 343,772

税務上の繰越欠損金に係る評価性引

当額（注2）
△174,828 △318,604

将来減算一時差異等の合計に係る評

価性引当額
△18,532 △25,167

　 評価性引当額 小計（注1） △193,361 △343,772

　 繰延税金資産合計 - -

(繰延税金負債)   
資産除去債務に対応する除去費用 △6,951 △6,406

その他有価証券評価差額金 △1,487 △2,184

その他 △23 △20

繰延税金負債合計 △8,462 △8,611

繰延税金資産（△負債）の純額 △8,462 △8,611

（注1）評価性引当額が150,411増加しております。この増加の主な要因は、繰越欠損金に係る将来減算一時差異

の増加143,775千円に伴うものであります。
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（注2）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰延期限別の金額

 
前事業年度（2022年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 1年以内
1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内

5年超 合計

税務上の繰越
欠損金(※１)

- - - - - 174,828 174,828

評価性引当額 - - - - - △174,828 △174,828

繰延税金資産 - - - - - - -

（※1）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 
当事業年度（2023年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 1年以内
1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内

5年超 合計

税務上の繰越
欠損金(※１)

- - - - - 318,604 318,604

評価性引当額 - - - - - △318,604 △318,604

繰延税金資産 - - - - - - -

（※1）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

（2022年３月31日）

当事業年度

（2023年３月31日）

法定実効税率 34.59 ％ 34.59 ％

（調整）     

住民税均等割額 △0.82 ％ △0.52 ％

評価性引当額の増減額 △34.40 ％ △34.46 ％

その他 0.00 ％ 0.00 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.63 ％ △0.40 ％

 

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

不動産賃借契約に基づく本社オフィスの退去時における原状回復費

 

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を主として取得から15年と見積り、使用見込期間に対応した割引率として国債の利回

りを使用して資産除去債務金額を計算しております。

 

３．当該資産除去債務の総額の増減

 前事業年度 当事業年度

 （2022年３月31日現在） （2023年３月31日現在）

期首残高 23,672千円 23,695千円

時の経過による調整額 23千円 23千円

期末残高 23,695千円 23,719千円
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 前事業年度 当事業年度

 
（自2021年４月１日

　　　　至2022年３月31日）

（自2022年４月１日

　　至2023年３月31日）

投資信託委託業務 892,538千円 787,743千円

投資運用業務 43,209千円 33,180千円

投資助言業務 39,391千円 35,651千円

その他 2,005千円 2,005千円

顧客との契約から生じる収益 977,144千円 858,581千円

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

（重要な会計方針）の「4 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに

当事業年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金

額及び時期に関する情報

 

(1) 契約負債の残高等

契約負債の内訳は以下のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

 （2022年３月31日現在） （2023年３月31日現在）

前受金（期首残高） 134千円 32,119千円

前受金（期末残高） 32,119千円 10,664千円

契約負債は、主に、投資顧問契約及び私募の取扱契約における顧客から受け取った前受金に関す

るものであります。契約負債は収益の認識に伴い取り崩されます。

当事業年度に認識された収益の額のうち期首の契約負債残高に含まれていた額は、32,119千円で

あります。

 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存履行義

務に関する情報の記載を省略しております。

 

 

（セグメント情報等）

（セグメント情報）

当社は、アセット・マネジメント事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（関連情報）

前事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

当社の製品・サービス区分は、損益計算書の営業収益の区分と同一であることから、製品・サービ

スごとの営業収益の記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 営業収益

（単位：千円）

日本 ケイマン諸島 その他 合計

968,601 3,209 5,334 977,144

（注）営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として分類しております。

 

(2) 有形固定資産

当社は、本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報
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委託者報酬については、一部営業収益の10％以上を占める投資信託があるものの、委託者報酬を最

終的に負担する受益者は不特定多数のため、記載を省略しております。

運用受託報酬・投資助言報酬・その他営業収益については、営業収益の10％以上を占める単一の外

部顧客がないため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

当社の製品・サービス区分は、損益計算書の営業収益の区分と同一であることから、製品・サービ

スごとの営業収益の記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 営業収益

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

当社は、本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

委託者報酬については、一部営業収益の10％以上を占める投資信託があるものの、委託者報酬を最

終的に負担する受益者は制度上把握していないため、記載を省略しております。

運用受託報酬・投資助言報酬・その他営業収益については、営業収益の10％以上を占める単一の外

部顧客がないため、記載を省略しております。

 

（関連当事者情報）

１．関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主（会社等に限る。）等

前事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

種類
会社等の

名称
所在地

資本金

（百万円）

事業の内

容

議決権等の所有

（被所有）割合

（％）

関連当事者と

の関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親会社
Zホールディン

グス株式会社

東京都

千代田区
237,980

情報提供

サービス

業等

（被所有）

間接

50.1

極度貸付契約

の締結

資金の借入

資金の返済

支払利息(注2)

80,000

10,000

307

関係会社短

期借入金

未払利息

70,000

-

その他の

関係会社

アストマックス

株式会社

東京都

品川区
2,013

総合エネ

ルギー事

業

（被所有）

直接

49.9

役員の兼務、

業務委託

極度貸付契約

の締結

業務委託料

　　　　(注１)
4,110 - -

資金の借入

資金の返済

支払利息(注2)

80,000

10,000

307

関係会社短

期借入金

未払利息

70,000

-

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）業務委託料については、委託業務の内容を勘案し、両社協議の上決定しております。

（注2）借入金の金利は、市場金利を勘案して決定しております。

 
当事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

種類
会社等の

名称
所在地

資本金

（百万円）

事業の内

容

議決権等の所有

（被所有）割合

（％）

関連当事者と

の関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親会社
Zホールディン

グス株式会社

東京都

千代田区
247,094

情報提供

サービス

業等

（被所有）

間接

50.1

極度貸付契約

の締結

資金の借入

資金の返済

支払利息(注3)

240,000

170,000

1,631

関係会社短

期借入金

未払利息

-

-

その他の

関係会社

アストマックス

株式会社(注1)

東京都

品川区
2,013

総合エネ

ルギー事

業

（被所有）

直接

49.9

役員の兼務、

業務委託

極度貸付契約

の締結

業務委託料

　　　　(注2)
1,276 - -

資金の借入

資金の返済

支払利息(注3)

70,000

140,000

361

関係会社短

期借入金

未払利息

-

-

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。
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取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）アストマックス株式会社は、当社株式を2022年8月1日に売却したことにより、関連当事者に該当しないことと

なっております。このため、取引金額には関連当事者であった期間の金額、議決権の所有(被所有)割合及び期末

残高には関連当事者に該当しなくなった時点の数値及び金額を記載しております。

（注2）業務委託料については、委託業務の内容を勘案し、両社協議の上決定しております。

（注3）借入金の金利は、市場金利を勘案して決定しております。

 

(2) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

 

(3) 財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子

会社等

前事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

種類
会社等の

名称
所在地

資本金

（百万円）
事業の内容

議決権等の所

有（被所有）

割合（％）

関連当事者との

関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

財務諸表作成会

社と同一の親会

社をもつ会社

株式会社

Magne-Max

Capital

Management

大阪府

大阪市
95 投資助言業 -

役員の兼務、

投資顧問契約の

締結

投資顧問料

　　(注1)
56,678 未払費用 18,308

その他の関係会

社の子会社

アストマック

ス・ファン

ド・マネジメ

ント株式会社

東京都品

川区
0.2

アセットマ

ネジメント

事業

-

投資顧問契約、

私募の取扱契約

の締結

投資顧問料

私募取扱手

数料

　　(注2)

34,057

2,005
前受金 32,119

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）投資顧問料については、投資顧問契約の内容を勘案し、両社協議の上決定しております。

（注2）投資顧問料及び私募取扱手数料については、投資顧問契約及び私募の取扱契約の内容を勘案し、両社協議の上決

定しております。

 

当事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

種類
会社等の

名称
所在地

資本金

（百万円）
事業の内容

議決権等の所

有（被所有）

割合（％）

関連当事者との

関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

財務諸表作成会

社と同一の親会

社をもつ会社

株式会社

Magne-Max

Capital

Management

(注1)

大阪府

大阪市
95 投資助言業 -

役員の兼務、

投資顧問契約の

締結

投資顧問料

　　(注2)
32,205 未払費用 -

その他の関係会

社の子会社

アストマック

ス・ファン

ド・マネジメ

ント株式会社

(注3)

東京都品

川区
0.2

アセットマ

ネジメント

事業

-

投資顧問契約、

私募の取扱契約

の締結

投資顧問料

私募取扱手

数料

　　(注4)

12,283

670
前受金 17,870

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）当社は、2023年2月1日付で株式会社Magne-Max Capital Managementより同社が当社を顧客として営む投資助言事

業全ての譲渡を受けました。そのため、取引金額は取引のあった期間（2022年４月から2023年2月）の取引金額

を、期末残高は譲渡実行月の残高（2023年2月）を記載しております。

（注2）投資顧問料については、投資顧問契約の内容を勘案し、両社協議の上決定しております。

（注3）アストマックス・ファンド・マネジメント株式会社の親会社であるアストマックス株式会社が当社株式を2022年8

月1日に売却したことにより、関連当事者に該当しないこととなっております。このため、取引金額には関連当事

者であった期間の金額、議決権の所有(被所有)割合及び期末残高には関連当事者に該当しなくなった時点の数値

及び金額を記載しております。

（注4）投資顧問料及び私募取扱手数料については、投資顧問契約及び私募の取扱契約の内容を勘案し、両社協議の上決

定しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

ソフトバンクグループ株式会社（東京証券取引所に上場）

ソフトバンクグループジャパン株式会社（非上場）
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ソフトバンク株式会社(東京証券取引所に上場)

Aホールディングス株式会社(非上場)

Zホールディングス株式会社（東京証券取引所に上場）

Zフィナンシャル株式会社（非上場）

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

 

 

（１株当たり情報）

 前事業年度 当事業年度

 （自 2021年４月１日 （自 2022年４月１日

 　　至 2022年３月31日） 　　至 2023年３月31日）

1株当たり純資産額 1,852円63銭 4,191円32銭

1株当たり当期純損失金額（△） △3,949円36銭 △4,257円48銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利

益金額
－ －

 

潜在株式調整後1株当たり当

期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

潜在株式調整後1株当たり当

期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

 

(注1)１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

 （2022年３月31日現在） （2023年３月31日現在）

純資産の部の合計額 131,775千円 494,928千円

普通株式に係る期末の純資産額 131,775千円 494,928千円

普通株式の発行済株式数 71,129株 118,084株

1株当たり純資産額の算定に用いら

れた期末の普通株式の数
71,129株 118,084株

 

(注2)１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

 （自 2021年４月１日 （自 2022年４月１日

  　 至 2022年３月31日）  　 至 2023年３月31日）

当期純損失金額（△） △280,914千円 △438,166千円

普通株式に係る当期純損失金額

（△）
△280,914千円 △438,166千円

普通株式の期中平均株式数 71,129株 102,917株

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ＰａｙＰａｙアセットマネジメント株式会社(E14601)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

39/57



中間財務諸表

（中間貸借対照表）

 
第22期中間会計期間末
（2023年９月30日現在）

科目 金　額
（資産の部） 千円 千円
Ⅰ　流　動　資　産   
1 現金・預金  97,279
2 前払費用  24,067
3 未収委託者報酬  172,008
4 未収運用受託報酬  6,324
5 未収還付法人税等  1,599
6 その他  5,026
 　　流　動　資　産　合　計  306,306
    

Ⅱ　固　定　資　産   
1 有形固定資産  53,421
 （1）建物 　　　　　　　　　　 *1 42,141  

 （2）器具備品　　　　　　　　　*1 11,280  
2 無形固定資産  3,805

 （1）ソフトウェア 3,805  
    

3 投資その他の資産  93,521
 （1）投資有価証券 46,335  
 （2）出資金 173  
 （3）長期差入保証金 46,855  
 （4）その他 157  

 　　固　定　資　産　合　計  150,749
資　産　合　計  457,056

（負債の部）   
Ⅰ　流　動　負　債   
1 預り金  12,841
2 未払金  94,564

 （1）未払手数料 67,438  
 （2）その他未払金 27,125  

3 関係会社未払金  4,970
4 未払費用  36,984
5 未払法人税等  1,145
6 未払消費税等  1,666
7 賞与引当金  16,026
8 前受金  9,510
 　　流　動　負　債　合　計  177,709
    

Ⅱ 固　定　負　債   
1 資産除去債務  23,731
2 繰延税金負債  8,332
3 その他  357
 　　固　定　負　債　合　計  32,421

負　債　合　計  210,130
（純資産の部）   
Ⅰ　株　主　資　本   
1 資本金  95,000
2 資本剰余金   
 （1）資本準備金 648,213  
 （2）その他資本剰余金 462,136  
 　　資 本 剰 余 金 合 計  1,110,349
    
3 利益剰余金   
 （1）その他利益剰余金   
 　　　繰越利益剰余金 △962,543  
 　　利益剰余金合計  △962,543
 　　株　主　資　本　合　計  242,805
    

Ⅱ　評価・換算差額等   
1 その他有価証券評価差額金  4,119
 　　評価・換算差額等合計  4,119

純　資　産　合　計  246,925
負　債　・　純　資　産　合　計  457,056
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（中間損益計算書）

 
 

第22期中間会計期間
(自2023年４月１日

 　至2023年９月30日）
科目 金　額

  千円 千円
Ⅰ　営業収益   
1 委託者報酬  379,693
2 運用受託報酬  16,643
3 投資助言報酬  16,191
4 その他営業収益  1,005
 営業収益計  413,534
    
Ⅱ　営業費用   
1 支払手数料  123,736
2 広告宣伝費  3,570
3 調査費  110,688
 （1）調査費 33,818  
 （2）委託調査費 76,869  

4 委託計算費  47,161
5 振替投信費  1,877
6 営業雑経費  10,592
 （1）通信費 4,759  
 （2）印刷費 2,982  
 （3）諸会費 1,705  
 （4）その他 1,144  
 営業費用計  297,627
    
Ⅲ　一般管理費   
1 給料  232,472
 （1）役員報酬 18,732  
 （2）給料・手当 168,547  
 （3）賞与引当金繰入額 16,259  
 （4）賞与 4,610  
 （5）その他報酬給料 24,321  

2 事務委託費  49,652
3 交際費  311
4 旅費交通費  3,069
5 租税公課  1,570
6 不動産賃借料  22,411
7 退職給付費用  3,192
8 福利厚生費  31,740
9 固定資産減価償却費　　　　　　　 *1  5,464
10 諸経費  13,554
 一般管理費計  363,438

営業損失  247,532
Ⅳ　営業外収益   
1 受取配当金  706
2 投資有価証券償還益  7,680
3 投資有価証券評価益  107
4 その他  95
 営業外収益計  8,589
Ⅴ　営業外費用   
1　為替差損  22
2　損害賠償損失  8,152
 営業外費用計  8,175

経常損失  247,118
税引前中間純損失  247,118

法人税、住民税及び事業税  1,145
法人税等調整額  △272

中間純損失  247,991
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（中間株主資本等変動計算書）

第22期中間会計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

（単位：千円）

 株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金

利益剰余金

合計

 繰越利益

剰余金

当期首残高 95,000 648,213 462,136 1,110,349 △714,552 △714,552

当中間期変動額       

中間純損失（△）     △247,991 △247,991

株主資本以外の項

目の当中間期変動

額(純額)

      

当中間期変動額合計 - - - - △247,991 △247,991

当中間期末残高 95,000 648,213 462,136 1,110,349 △962,543 △962,543

 

 

 

 

 

 

 

株主資本 評価・換算差額等 純資産合計

株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

評価・換算

差額等合計

 

当期首残高 490,796 4,131 4,131 494,928

当中間期変動額     

中間純損失（△） △247,991   △247,991

株主資本以外の項

目の当中間期変動

額(純額)

 △11 △11 △11

当中間期変動額合計 △247,991 △11 △11 △248,002

当中間期末残高 242,805 4,119 4,119 246,925
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注記事項

（重要な会計方針）

1　有価証券の評価基準及び評価方法 その他有価証券

 市場価格のない株式等以外のもの

 
　中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。

 市場価格のない株式等

 移動平均法による原価法を採用しております。

2　固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産

 　定率法によっております。

 
　ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備につい

ては、定額法を採用しております。

 
　なお、主な耐用年数は、建物3～15年、器具備品3～15年で

す。

 (2) 無形固定資産

 
　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（5年）に基づく定額法によっております。

3　引当金の計上基準 賞与引当金

 
従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額

のうち当中間会計期間の負担額を計上しております。

4　収益及び費用の計上基準 当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業におけ

る主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点

（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

(1) 投資信託委託業務

投資信託委託業務においては、投資信託契約に基づき信託財

産の運用指図等を行っております。

当該契約については、運用期間にわたり履行義務が充足され

るため、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収

益を認識しております。

(2) 投資運用業務

投資運用業務においては、投資一任契約に基づき、顧客資産

を一任して運用指図等を行っております。

当該契約については、運用期間にわたり履行義務が充足され

るため、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収

益を認識しています。

(3) 投資助言業務

投資助言業務においては、投資助言契約に基づき、運用に関

する投資判断の助言等を行っております。

当該契約については、助言期間にわたり履行義務が充足され

るため、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収

益を認識しています。

 

 

（中間貸借対照表関係）

第22期中間会計期間末
（2023年９月30日現在）

 
*1　有形固定資産の減価償却累計額は、55,032千円であります。
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（中間損益計算書関係）

第22期中間会計期間
（自2023年４月１日

　　至2023年９月30日）

 
*1　減価償却実施額
　　　有形固定資産　　　3,873千円
　　　無形固定資産　　　1,590千円
 

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

第22期中間会計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 118,084 － － 118,084

 

２．配当に関する事項

(1)配当金支払額

該当事項はありません。

 

 

（金融商品関係）

第22期中間会計期間末（2023年９月30日現在）

１．金融商品の時価等に関する事項

中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市

場価格のない株式等（注）は、次表に含めておりません。また、短期間で決済されるため時価が

簿価に近似する金融商品は、記載を省略しております。

 中間貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

（1）投資有価証券 46,286 46,286 -

（2）長期差入保証金 46,855 42,677 △4,177

 
（注）市場価格のない株式等は次のとおりであり、上表には含めておりません。

区分 中間貸借対照表計上額（千円）

投資有価証券（匿名組合出資金） 49

出資金 173

 

２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。

 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され

る当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定し

た時価

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
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時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しております。

 

(1)時価で中間貸借対照表に計上している金融商品

第22期中間会計期間末（2023年９月30日現在）

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル2 レベル3 合計

投資有価証券 - 46,286 - 46,286

資産計 - 46,286 - 46,286

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　資産

投資有価証券

市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に関して市

場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額を

時価とし、レベル２の時価に分類しております。

 

(2)時価で中間貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

第22期中間会計期間末（2023年９月30日現在）

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル2 レベル3 合計

長期差入保証金 - 42,677 - 42,677

資産計 - 42,677 - 42,677

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　資産

長期差入保証金

返還時期を見積ったうえ、将来キャッシュフローを国債の利回りで割り引いた現在価

値により算出した価格を時価としており、レベル２の時価に分類しております。

 

 

（有価証券関係）

第22期中間会計期間末（2023年９月30日現在）

１．その他有価証券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

区分 中間貸借対照表計上額 取得原価 差額

中間貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの(注)

44,323 37,988 6,335

小計 44,323 37,988 6,335

中間貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの(注)

1,962 2,000 △37

小計 1,962 2,000 △37
合計 46,286 39,988 6,298

（注）1.投資信託受益証券であります。

2.市場価格のない株式等（匿名組合出資金（中間貸借対照表計上額49千円）及び出資金（中間貸借対照表

計上額173千円））は、上表には含めておりません。

 

 

EDINET提出書類

ＰａｙＰａｙアセットマネジメント株式会社(E14601)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

45/57



（デリバティブ取引関係）

第22期中間会計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

当社は、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

 

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

不動産賃借契約に基づく本社オフィスの退去時における原状回復費

 

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を主として取得から15年と見積り、使用見込期間に対応した割引率として国債

の利回りを使用して資産除去債務金額を計算しております。

 

３．当該資産除去債務の総額の増減

 第22期中間会計期間

 
（自2023年４月１日

至2023年９月30日）

期首残高 23,719千円

時の経過による調整額 11千円

中間期末残高 23,731千円

 

 

（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

第22期中間会計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

 第22期中間会計期間

 
（自2023年４月１日

至2023年９月30日）

投資信託委託業務 379,693千円

投資運用業務 16,643千円

投資助言業務 16,191千円

その他 1,005千円

顧客との契約から生じる営業収益 413,534千円

 

 

（セグメント情報等）

（セグメント情報）

第22期中間会計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

当社は、アセット・マネジメント事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（関連情報）

第22期中間会計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

当社の製品・サービス区分は、中間損益計算書の営業収益の区分と同一であることから、製

品・サービスごとの営業収益の記載を省略しております。
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２．地域ごとの情報

(1)営業収益

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2)有形固定資産

当社は、本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

委託者報酬については、一部営業収益の10％以上を占める投資信託があるものの、報酬を最

終的に負担する受益者は制度上把握していないため、記載を省略しております。

運用受託報酬・投資助言報酬・その他営業収益については、営業収益の10％以上を占める単

一の外部顧客がないため、記載を省略しております。

 

 

（1株当たり情報）

 
第22期中間会計期間
（自2023年４月１日

　　至2023年９月30日）

  
1株当たり純資産額 2,091円10銭
1株当たり中間純損失金額（△） △2,100円12銭
潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 －

 
なお、潜在株式調整後1株当たり中間純利益につ
いては、1株当たり中間純損失であり、また、潜
在株式は存在しないため記載しておりません。

 

（注１）１株当たり純資産の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 第22期中間会計期間末
（2023年９月30日現在）

純資産の部の合計額 246,925千円

純資産の部の合計額から控除する金額 －
普通株式に係る中間会計期間末の純資産額 246,925千円
1株当たり純資産額の算定に用いられた中間会計
期間末の普通株式の数

118,084株

 

（注２）１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
第22期中間会計期間
（自2023年４月１日

　　至2023年９月30日）
中間純損失金額（△） △247,991千円
普通株主に帰属しない金額 －
普通株式に係る中間純損失金額（△） △247,991千円
普通株式の期中平均株式数 118,084株

 

 

（重要な後発事象）

（重要な新株の発行）

１．当社は、2023年９月28日開催の臨時取締役会及び2023年10月３日開催の臨時株主総会におい

て、既存株主を割当先とする新株式の発行を行うことについて決議し、2023年10月６日付で払

込を完了いたしました。
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２．増資の概要

（１）払込期日 2023年10月6日

（２）発行新株式数 普通株式133,703株

（３）発行価額 1株につき　1,982円

（４）資本組入額 1株につき　1,009円

（５）発行価額の総額 264,999千円

（６）割当先 Zフィナンシャル株式会社（133,703株）

（７）資金使途 財務体質の強化

 

（資本金の額の減少）

当社は、2023年11月28日開催の取締役会において、資本金の額の減少を行うことを決議し、2023年

12月15日、会社法第319条第1項に基づく書面決議による臨時株主総会の承認を受けております。

 

１．資本金の額の減少の目的

当社は、財務体質の健全化を図るとともに、今後の資本政策の柔軟性と機動性を確保することを

目的として、会社法第447条第１項の規定に基づき、資本金の額の減少を行うものです。

 

２．資本金の額の減少の内容

払戻しを行わない無償減資とし、発行済株式総数の変更は行わず、資本金の一部を減少させ、そ

の他資本剰余金に振り替えるものであります。

減少する資本金の額　　　　　　　:135,000千円

増加するその他資本剰余金の額　　:135,000千円

 

減少後の資本金の額　　　　　　　: 95,000千円

 

３．資本金の額の減少の日程

（１）取締役会決議日 2023年11月28日

（２）株主総会決議日 2023年12月15日

（３）債権者異議申述公告日 2023年12月25日

（４）債権者異議申述最終期日 2024年1月25日(予定)

（５）効力発生日 2024年2月1日(予定)

 

 

（多額な資金の借入）

１．当社は、2023年11月28日開催の取締役会決議に基づき、運転資金の効率的な調達を行うため、

以下のとおり極度貸付契約を締結いたしました。

 

２．極度貸付契約締結の概要

（１）契約締結先 Zフィナンシャル株式会社

（２）極度額 200,000千円

（３）借入金利 短期プライムレート＋0.1%

（４）契約日 2023年11月30日

（５）契約期間 2023年11月30日から１年間

（６）担保状況 無し

（７）資金使途 運転資金
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５【その他】

＜訂正前＞

(1) 定款の変更、事業譲渡又は事業譲受、出資の状況その他の重要事項

①出資の状況について、2022年８月１日付でアセットマネジメントOne株式会社が委託会社の議決

権の数の割合の49.9％（議決権の数は38,328）を保有することとなりました。

②委託会社は、定款について2022年８月１日付けで下記の通り変更を行いました。なお、委託会

社の定款の変更に関しては、株主総会の決議が必要です。

・発行可能株式総数増加のための変更（募集株式の発行等、将来の機動的な資本政策の実行に

備えるため）

③委託会社は、2022年７月29日開催の臨時取締役会並びに2022年８月１日開催の臨時株主総会決

議に基づき、第三者割当増資を実施し、2022年８月５日に払込が完了いたしました。当該第三

者割当増資の結果、資本金は500,000千円、資本準備金は648,213千円となりました。

④委託会社は、2023年１月24日開催の取締役会並びに2023年２月３日の臨時株主総会決議に基づ

き、2023年３月20日を効力発生日として減資を行ないました。当該減資の結果、資本金は95百

万円となりました。資本金の額の減少額全額は、その他資本剰余金に計上いたしました。

（省　略）

＜訂正後＞

(1) 定款の変更、事業譲渡又は事業譲受、出資の状況その他の重要事項

委託会社は、2023年９月28日開催の臨時取締役会並びに2023年10月３日開催の臨時株主総会決議

に基づき、第三者割当増資を実施し、2023年10月６日に払込が完了いたしました。当該第三者割

当増資の結果、資本金は230,000千円、資本準備金は778,212千円となりました。

（省　略）

 

EDINET提出書類

ＰａｙＰａｙアセットマネジメント株式会社(E14601)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

49/57



第２【その他の関係法人の概況】
＜訂正前＞

 

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

(1) みずほ信託銀行株式会社（「受託会社」）

①　資本金の額

2022年９月末日現在、247,369百万円

（省　略）

＜再信託受託会社の概要＞

名称：株式会社日本カストディ銀行

資本金の額：51,000百万円（2022年９月末日現在）

（省　略）

(2) 販売会社

（資本金の額は2022年９月末日現在）
 

名称
資本金の額

（百万円）
事業の内容

PayPay証券株式会社
※１

15,224
※２ 「金融商品取引法」に定める第一種

金融商品取引業を営んでいます。

みずほ信託銀行株式会社
※３ 資本金の額は(1)①、事業の内容は(1)②をご参照

ください。

※１PayPay証券株式会社は、2023年６月29日より当ファンドの取扱販売会社となる予定です。

※２PayPay証券株式会社は2023年４月10日現在

※３みずほ信託銀行株式会社は、委託会社等（委託会社の親法人等及び法人主要株主を含みま

す。）が自己資金等の拠出を行なう場合等の取扱いのみを行ないます。一般の投資家向けの募

集等の取扱いは行ないません。

（省　略）

＜訂正後＞

 

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

(1) みずほ信託銀行株式会社（「受託会社」）

①　資本金の額

2023年９月末日現在、247,369百万円

（省　略）

＜再信託受託会社の概要＞

名称：株式会社日本カストディ銀行

資本金の額：51,000百万円（2023年９月末日現在）

（省　略）

(2) 販売会社

（資本金の額は2023年９月末日現在）
 

名称
資本金の額

（百万円）
事業の内容

PayPay銀行株式会社 72,216
「銀行法」に基づき銀行業を営んで

います。

PayPay証券株式会社 15,224
「金融商品取引法」に定める第一種

金融商品取引業を営んでいます。

みずほ信託銀行株式会社
※ 資本金の額は(1)①、事業の内容は(1)②をご参照

ください。
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※みずほ信託銀行株式会社は、委託会社等（委託会社の親法人等及び法人主要株主を含みます。）

が自己資金等の拠出を行なう場合等の取扱いのみを行ないます。一般の投資家向けの募集等の取

扱いは行ないません。

（省　略）
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独立監査人の中間監査報告書
 

令和6年3月1日

 

PayPayアセットマネジメント株式会社
 

取 締 役 会 　御 中

 

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ  

東 京 事 務 所  

 指定有限責任社員

 
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 百 瀬 和 政  

 

中間監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの

経理状況」に掲げられているPayPay投資信託インデックス 先進国株式の令和5年6月28日から令和5年12

月27日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並

びに中間注記表について中間監査を行った。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、PayPay投資信託インデックス 先進国株式の令和5年12月27日現在の信託財産の状

態及び同日をもって終了する中間計算期間（令和5年6月28日から令和5年12月27日まで）の損益の状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

中間監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、PayPayアセットマネ

ジメント株式会社及びファンドから独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示

のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
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中間財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表

示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監

査報告書において独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正

又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽

表示リスクに対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判

断による。さらに、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中

間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬に

よる中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・　中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸

表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理

性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手し

た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場

合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性

に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に対して除外事項付意見を表明

することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいて

いるが、将来の事象や状況により、ファンドは継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどう

かを評価する。

監査人は、経営者に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているそ

の他の事項について報告を行う。

 

利害関係

PayPayアセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認

会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

※１．上記は、当社が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
 

2023年6月22日

 

PayPayアセットマネジメント株式会社
  

取 締 役 会 　御 中

 

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ

東 京 事 務 所
 

指定有限責任社員

 
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 百 瀬 和 政  

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等

の経理状況」に掲げられているPayPayアセットマネジメント株式会社の2022年4月1日から2023年3月31

日までの第21期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重

要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、PayPayアセットマネジメント株式会社の2023年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了

する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当

監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人と

してのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手したと判断している。

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監

査報告書以外の情報である。

当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対するいかなる

作業も実施していない。

 

財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企

業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別

に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性

があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内

部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見

積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監

査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確

実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合

は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財

務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められ

ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状

況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財

務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統

制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

※１．上記は、当社が監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

2023年12月25日

 

PayPayアセットマネジメント株式会社
  

取 締 役 会 　御 中

 

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ

東 京 事 務 所
 

指定有限責任社員

 
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 百 瀬 和 政

 

中間監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等

の経理状況」に掲げられているPayPayアセットマネジメント株式会社の2023年4月1日から2024年3月31

日までの第22期事業年度の中間会計期間（2023年4月1日から2023年9月30日まで）に係る中間財務諸

表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びそ

の他の注記について中間監査を行った。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、PayPayアセットマネジメント株式会社の2023年9月30日現在の財政状態及び同日

をもって終了する中間会計期間（2023年4月1日から2023年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情

報を表示しているものと認める。

 

中間監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示

のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

中間財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表

示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監

査報告書において独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正

又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽

表示リスクに対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判

断による。さらに、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中

間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬に

よる中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・　中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸

表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理

性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手し

た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場

合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性

に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に対して除外事項付意見を表明

することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいて

いるが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどう

かを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているそ

の他の事項について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

※１．上記は、当社が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれておりません。

 

EDINET提出書類

ＰａｙＰａｙアセットマネジメント株式会社(E14601)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

57/57


	表紙
	本文
	１有価証券届出書の訂正届出書の提出理由
	２訂正の内容
	第二部ファンド情報
	第１ファンドの状況


	１ファンドの性格
	（１）ファンドの目的及び基本的性格
	（２）ファンドの沿革
	（３）ファンドの仕組み

	２投資方針
	（３）運用体制
	（５）投資制限

	３投資リスク
	４手数料等及び税金
	（３）信託報酬等
	（５）課税上の取扱い

	５運用状況
	（１）投資状況
	（２）投資資産
	①投資有価証券の主要銘柄
	②投資不動産物件
	③その他投資資産の主要なもの

	（３）運用実績
	①純資産の推移
	②分配の推移
	③収益率の推移

	（４）設定及び解約の実績
	第３ファンドの経理状況


	１財務諸表
	PayPay投資信託インデックス先進国株式
	（１）中間貸借対照表
	（２）中間損益及び剰余金計算書
	（３）中間注記表


	２ファンドの現況
	純資産額計算書
	第三部委託会社等の情報
	第１委託会社等の概況



	１委託会社等の概況
	２事業の内容及び営業の概況
	３委託会社等の経理状況
	（１）貸借対照表
	（２）損益計算書
	（３）株主資本等変動計算書

	５その他
	第２その他の関係法人の概況

	１名称、資本金の額及び事業の内容
	１名称、資本金の額及び事業の内容
	監査報告書

